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2025年４月９日 

各 位 

会 社 名  株式会社ナ・デックス 

代表者名  代表取締役社長 進 藤 大 資 

(コード番号 7 4 3 5 東証スタンダード) 

問合せ先  経営管理部長  丸 山 哲 男 

ＴＥＬ 0 5 2 - 3 2 3 - 2 2 1 1 

 

(開示事項の経過)インド子会社設立、 

インド合弁会社(持分法適用関連会社)設立 

および事業譲受に関するお知らせ 
 

当社は、2025年４月９日開催の取締役会において、当社および株式会社電溶工業(本社：山梨県中巨摩

郡、代表取締役：中村章男 以下、「電溶工業」という。)との共同出資による合弁会社(以下、「JV新会社」

という。)をインドに設立することを決議いたしました。なお、当社のJV新会社への出資につきましては、

インドに当社グループの100.0％出資子会社(以下、「新会社」という。)を新たに設立し、新会社を通じて

実施する予定であり、JV新会社は当社の持分法適用関連会社、新会社は当社の連結子会社となります。 

同時に、電溶工業がインドに保有するDenyo India Pvt. Ltd.(本社：インド・ハリヤーナー州グルグ

ラム市、代表取締役：鈴木敦智 以下、「Denyo India」という。)の事業を、JV新会社が譲受けることを

目的とした基本合意書を締結することも決議いたしましたので、併せてお知らせいたします。 

なお、本件は2024年１月12日付「インド拠点開設の検討に関するお知らせ」、2024年６月11日付「イン

ド現地法人設立の決定に関するお知らせ」および2024年12月13日付「(開示事項の経過)インド現地法人

設立の進捗状況に関するお知らせ」の経過開示であります。 

 

記 

 

１．本件の背景と趣旨 

当社グループは、2030年に向けた中長期経営VISIONに「成長市場・成長事業へのグループリソースの重

点傾斜配分」を重要な経営課題の１つとして掲げております。中長期的に高成長が期待できるインドを

有望な市場として捉え、当社グループが国内外で培ったソリューションをインド市場でも提供が可能で

あると判断し、最適な進出形態について総合的な検討を進めた結果、電溶工業とのJV新会社を設立する

ことといたしました。 

電溶工業は、各種溶接機・溶接機部品などの製造・販売を行っており、同社の子会社であるDenyo India

とも、当社グループの自社製品である抵抗溶接制御装置の販売・メンテナンスなどを行うインド現地の

サプライヤー企業として、これまで長年に渡り協業関係を築いてまいりました。JV新会社を設立するこ

とで、電溶工業の各種溶接機製品と当社グループが国内外で培った各事業とを掛合わせ、両社の強みを

生かしたトータルソリューションとして提供できる体制の構築が可能となり、また、JV新会社がDenyo 

Indiaから事業を譲受けることで、インド市場における人財の確保、営業体制が早期に構築でき、当社グ

ループのインド事業の拡大・成長が可能と判断いたしました。 

なお、新会社につきましては、インドにおける統括会社として位置付けており、当社グループのインド

事業推進のための戦略の策定、投資の実行などを行う予定であります。 
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２．新会社の概要 

(1) 名 称 未定 

(2) 所 在 地 インド・ハリヤーナー州グルグラム市 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 有馬 和雄 

(4) 事 業 内 容 投資持株会社(予定) 

(5) 資 本 金 105,000千INR(189百万円) ※1INR＝1.8円(予定) 

(6) 設 立 年 月 2026年４月(予定) 

(7) 大株主および持株比率 当社 99.0％(予定) 

当社グループ会社 1.0％(予定) 

(8) 当社と当該会社の関係 

資 本 関 係 当社グループの100.0％出資子会社となる予定であります。 

人 的 関 係 当社より役員を派遣する予定であります。 

取 引 関 係 現時点における該当事項はありません。 

 

３．JV新会社の概要 

(1) 名 称 未定 

(2) 所 在 地 インド・ハリヤーナー州グルグラム市 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 鈴木 敦智 

(4) 事 業 内 容 各種溶接機および設備、溶接機部品ならびに消耗品の輸入、販売、

設置およびサービス 

(5) 資 本 金 200,000千INR(360百万円) ※1INR＝1.8円(予定) 

(6) 設 立 年 月 2025年９月(予定) 

(7) 大株主および持株比率 株式会社電溶工業 51.0％(予定) 

当社 49.0％(予定) 

(8) 当社と当該会社の関係 

資 本 関 係 当社は当該会社の発行株式の49.0％を取得する予定であります。 

人 的 関 係 当社より役員を派遣する予定であります。 

取 引 関 係 現時点における該当事項はありません。 

 

４．合弁の相手先の概要 

(1) 名 称 株式会社電溶工業 

(2) 所 在 地 山梨県中巨摩郡昭和町築地新居1648番地５ 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 中村 章男 

(4) 事 業 内 容 各種溶接機、溶接機部品の製造および消耗品の販売 

(5) 資 本 金 40百万円 

(6) 設 立 年 月 日 1967年12月16日 

(7) 大株主および持株比率 中村 章男 46.7％ 

(8) 当社と当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
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５．事業譲受の概要 

(1) 譲 受 事 業 の 内 容 各種溶接機および設備、溶接機部品ならびに消耗品の輸入、販売お

よびサービス 

(2) 直前事業年度における 

売上高および経常利益 

2024年３月期 売 上 高 486,430千INR 

経常利益  82,821千INR 

(3) 当該事業の資産・負債の 

項 目 お よ び 金 額 

未定 

(4) 取得価額および決済方法 未定 

 

６．事業譲受の相手先の概要 

(1) 名 称 Denyo India Pvt. Ltd. 

(2) 所 在 地 インド・ハリヤーナー州グルグラム市 

(3) 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 鈴木 敦智 

(4) 事 業 内 容 各種溶接機および設備、溶接機部品ならびに消耗品の輸入、販売お

よびサービス 

(5) 資 本 金 20,000千INR(36百万円) ※1INR＝1.8円 

(6) 設 立 年 月 日 2007年５月30日 

(7) 大株主および持株比率 株式会社電溶工業 95.8％ 

(8) 当社と当該会社の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

７．日程 

(1) 新会社の日程 

① 取締役会決議日(当社) 2025年４月９日 

② 会 社 設 立 月 2026年４月(予定) 

③ 事 業 開 始 月 2026年４月(予定) 

 

(2) JV新会社の日程 

① 取締役会決議日(当社) 2025年４月９日 

② 合 弁 契 約 締 結 月 2025年６月(予定) 

③ 合 弁 会 社 設 立 月 2025年９月(予定) 

④ 合 弁 会 社 事 業 開 始 月 2025年12月(予定) 

 

なお、JV新会社の設立までに新会社の設立が完了しない見込みであります。そのため、JV新会社の設

立時は当社が直接出資し、新会社の設立後、当社から新会社へ株式譲渡を行う予定であります。 

 

８．今後の見通し 

本件による2025年４月期の連結業績に与える影響はありません。なお、今後開示すべき事項が生じた

場合には、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


